
本株主総会の報告事項のうち、招集ご通知16ページ〜24ページ
に記載されている事業報告の内容「事業の経過および成果」「対処
すべき課題」をグラフ化等によりイメージしやすくした資料を掲載させて
いただきます。
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当連結会計年度におけるわが国経済は、雇⽤環境の改善が
続いていたものの、輸出の減少や製造業を中⼼に企業収益に弱
さが⾒られ、消費税増税の影響による景気下振れリスクなどが懸
念される中、年明けからは新型コロナウイルスの感染拡⼤により、
景気の先⾏きは極めて不透明な状況になっております。
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世界経済(連結対象期間１－12⽉)につきましては、⽶中貿
易摩擦の⻑期化やEU諸国の政治動向、中東情勢の不安定化
などが懸念され、引き続き不透明な状況が続きました。

⽶国では個⼈消費は緩やかに増加したものの、設備投資の減
少や輸出の伸び悩みが⾒られました。
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また、欧州では個⼈消費は緩やかに増加しましたが、景気に弱
い動きが⾒られ、中国では景気減速の傾向が続きました。
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当社および当社グループにおきましては、南⽶の鮭鱒養殖事業
は順調に推移しましたが、その他事業に加え、チルド事業、国内
の漁撈・養殖事業が苦戦しました。
なお、新型コロナウイルスの当連結会計年度への影響につきま
しては、海外グループ会社の連結対象期間が１－12⽉であるこ
とから軽微です。
このような状況下で当連結会計年度の営業成績は、
売上⾼は6,900億16百万円
(前期⽐220億95百万円減)、
営業利益は228億34百万円
(前期⽐11億48百万円増)、
経常利益は258億７百万円
(前期⽐４億48百万円増)、
親会社株主に帰属する当期純利益は147億68百万円
(前期⽐６億10百万円減)となりました。
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引き続きまして、事業の概況につきご説明いたします。
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⽔産事業につきましては、漁撈事業、養殖事業、加⼯・商事
事業を営んでおり、
売上⾼は2,895億89百万円
(前期⽐48億33百万円減)となり、
営業利益は118億50百万円
(前期⽐15億64百万円増)となりました。
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漁撈事業では、

⽇本において、さばやあじの⼤幅な漁獲減に加え、かつおの⿂
価下落などもあり減収・減益となりました。

養殖事業では、

⽇本において、まぐろは販売数量は増加したものの、3⽉からの
外出⾃粛による外⾷需要の減少に伴い販売価格が下落し在庫
評価減も発⽣しました。また、鮭鱒は稚⿂の⽣育不良などがあり
ましたので増収・減益となりました。
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南⽶において、鮭鱒は⼀昨年の稚⿂斃死の影響もなくなり販
売数量が回復し、販売価格も堅調に推移したことにより⼤幅な
増収・増益となりました。

加⼯・商事事業では、

⽇本において、鮭鱒は期末に向け販売価格が下落し苦戦しま
したが、ぶりなどの販売が順調に推移し増益となりました。
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北⽶において、すりみやフィレの販売価格が堅調に推移し増収
となりましたが、コスト増があり減益となりました。

欧州において、為替の影響に加え、⼀部⿂種の取扱数量の減
少があり減収・減益となりました。
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⾷品事業につきましては、加⼯事業およびチルド事業を営んで
おり、
売上⾼は3,372億45百万円
(前期⽐６億51百万円減)となり、
営業利益は127億61百万円
(前期⽐８億49百万円増)となりました。
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加⼯事業では、

⽇本において、家庭⽤冷凍⾷品や業務⽤冷凍⾷品、⿂⾁ソ
ーセージの販売が好調に推移し増益となりました。なお、３⽉から
は外出⾃粛により家庭内消費が増える⼀⽅、外⾷需要は減少
しております。

北⽶において、家庭⽤冷凍⾷品・業務⽤冷凍⾷品とも販売が
好調に推移したことに加え、業務⽤冷凍⾷品の⽣産性が改善し
たことにより増収・増益となりました。
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欧州において、チルド商品、ベジタル商品（注）の販売が堅調
に推移し増収・増益となりました。

チルド事業では、

⽇本において、取引形態変更に加え、天候不順による販売数
量減少や新⼯場の減価償却費などのコスト増があり減収・減益
となりました。

（注）畜肉・魚を使用しない植物由来タンパク質食品。
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ファイン事業につきましては、医薬原料、機能性原料、機能性
⾷品、および医薬品、診断薬などの⽣産・販売を⾏っており、
売上⾼は270億23百万円
(前期⽐５億９百万円増)となり、
営業利益は25億99百万円
(前期⽐12百万円減)となりました。
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16

健康⾷品メーカーや粉ミルクメーカー向け機能性原料の販売が
堅調に推移しましたので増収・増益となりました。
診断薬、医薬品については、診断薬の販売が堅調に推移し増
収となりましたが、販売構成⽐の変化により原価率が上昇し減益
となりました。



物流事業につきましては、冷蔵倉庫事業、配送事業、通関事
業を営んでおります。

事業は順調に推移したものの、グループ会社において、退職給
付債務の算定⽅法を簡便法から原則法に変更した影響などが
ありましたので、

売上⾼は165億96百万円

(前期⽐66百万円減)となり、

営業利益は19億86百万円

(前期⽐４百万円減)となりました。

17



その他事業につきましては、エンジニアリング事業、海洋関連事
業等を営んでおります。
エンジニアリング事業はグループ内での受注が中⼼ですが、前期
はグループ外の冷蔵倉庫建設等の⼤型受注があり、今期はその
反動減がありましたので、

売上⾼は195億61百万円

(前期⽐170億53百万円減)となり、

営業利益は4億13百万円

(前期⽐7億４3百万円減)となりました。
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中⻑期的には、当社および当社グループを取り巻く経営環境は
、気候変動による資源アクセス確保への影響や⼈⼝増加による
⾷料供給不⾜のおそれがあり、環境負荷低減への積極的な取
組み・持続可能な資源の確保が重要な経営課題と認識していま
す。
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このような経営環境の中で、当社および当社グループは、
経営⽅針である「⽔産資源の持続的利⽤と地球環境の保全に
配慮し、⽔産物をはじめとした資源から、多様な価値を創造し続
け、世界の⼈々のいきいきとした⽣活と希望ある未来に貢献する
。」を実現するため、2016年に「CSR⾏動宣⾔」を制定しました。
経営⽅針と宣⾔に基づき、中期経営計画では、「独⾃の技術
を活かし、持続可能な⽔産資源から世界の⼈々に健康をお届け
する」ことを掲げております。
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１．中計の基本的な考え⽅
中期経営計画「MVIP+(プラス)2020」(2018〜2020年度)
では、事業を通じ社会課題への取組みを強化し、更なる企業価
値向上に努めており、
• 海洋環境への負荷を低減する養殖事業の拡⼤・技術⾰新
• ライフスタイルの変化に対応した、素材の美味しさを失わず、簡
単・便利で⾼品質な商品群を拡⼤・強化

• ⽔産物が持つ特徴的な機能に着⽬した、⼈々の健康的な⽣
活に貢献する商品の開発

などに取り組んでおります。
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２．主要戦略
社会課題解決に向け、社⻑を委員⻑としたCSR委員会を組
織し、重要課題を推進する４部会（資源持続・調達部会、海
洋環境・プラスチック部会、フードロス部会、ダイバーシティ・⼈材
育成部会）を設置、部会⻑に執⾏役員を選任しています。
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現在は、CSRの主要課題として
① 地球環境を守る（環境負荷削減）
② ⽔産資源と海洋環境を守る
③ 責任ある原材料調達（⼈権・環境の配慮）
④ フードロス削減
⑤ 社員の健康を守り多様な⼈材の活躍
の5分野を掲げ取り組んでいますが、さらに「⼈権⽅針」「プラスチッ
ク問題への取り組み⽅針」を定めるなど、ESGへの取組みを強化
し企業価値向上に努めてまいります。
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調達した⽔産物の資源状況の実態調査を定期的に⾏い、
「2030年までにニッスイグループの調達する⽔産物について持続
性が確認されている」状態を⽬指しています。

また、フードロスでは、賞味期限延⻑や動植物性残渣の削減な
どの検討を進めており、商品の流通過程での廃棄の抑制を図る
ため、⽸詰の賞味期限表⽰を「年⽉⽇」から「年⽉」に変更して
います。
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新型コロナウイルスに代表される社会環境に甚⼤なインパクトを
与える事象は、消費者の⽣活習慣や意識に⼤きな変化をもたら
し、「⾷」に対する健康意識の⾼まりや「⾷」の持つ様々な機能へ
の期待につながると考えており、具体例として
• ⽔産資源などの素材がもつ機能を活かした⾷品として、質の
良いタンパク質であるスケソウダラすりみにフォーカスした「速筋
タンパク」を訴求した商品の開発・拡⼤

• ライフスタイルの変化に対応した事業への構造転換では、調
理の⼿間を軽減できる「時短商品」や「キット商品」など、グロ
ーバルで多様な変化に対応する商品の開発・拡⼤

を進めております。
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海外展開の加速
欧州ではフランス・イギリスを基点にエリア拡⼤を検討中です。
また、ファインケミカル事業においては、医薬品原料となる⾼純
度EPAの海外展開の準備を進めております。
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養殖事業の海外展開や新⿂種への挑戦
環境負荷低減や持続可能な資源アクセスの確保を進めるため、

① 環境負荷低減と付加価値を⾼めるバナメイエビ・マサバの陸上
養殖試験への挑戦

② オセアニアのエビ養殖会社や欧州のサケ閉鎖循環式養殖事
業への資本参加

③ ⽇本では種苗の質向上や早期採卵・選抜育種を⾏う銀鮭の
採卵センターの建設

を実施しています。
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健康経営の推進
事業の柱である⿂やEPAに着⽬した従業員の健康づくりと休暇
取得や労働時間の適正化の推進が評価され、「健康経営銘柄
」に2019年、2020年連続で選定されました。

コーポレートガバナンスの強化
取締役会の実効性向上と意思決定の迅速化を図るため、社
内規程の改定等を実施しました。
また、グループ・ガバナンスの体制強化を意図し、グループ各社の
規程の改定・整備を実施し、モニタリング強化のための体制の構
築にも着⼿しました。
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リスクに対応できる財務体質を⽬指し
• 収益⼒の強化
• 投資効率の良い経営
• ⾃⼰資本の充実
を進めております。
また、グループ会社を含め、ROAを指標とした投資管理の強化を
進めております。

・投資・財務戦略の進捗状況
株主還元については、⻑期的・総合的視野に⽴った成⻑投資
とリスク対応⼒向上のバランスに配慮しつつ、配当性向を15％〜
20％にすることを⽬標に掲げており、当年度は17.9％となりまし
た。
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⾜元の状況につきましては、国内外ともに新型コロナウイルスの
感染拡⼤の終息が⾒通せず、企業収益や雇⽤環境などの悪化
により世界経済の減速が懸念されます。
当社および当社グループにおいても、世界各国で⼈の移動が⼤
きく制限され、家庭内消費の増加は⾒込まれるものの、レストラン
・ホテルなど外⾷向け需要減、需要減による⽔産市況の悪化な
ど、⽇⽶欧とも厳しい事業環境が予想されます。
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2020年度は医薬品原料の海外展開や国内養殖事業の回
復などを⾒込むものの、南⽶鮭鱒養殖事業の減産もあり、中期
経営計画の達成は難しい状況にありますが、引き続き主要戦略
である海外展開の加速、養殖事業の⾼度化に加え、急速に拡
⼤したリモートワークなどライフスタイルの変化に対応した商品を提
供してまいります。
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コロナ禍の続く厳しい経営環境ですが、役職員⼀同精⼀杯努
⼒を続けてまいりますので、引き続きご指導・ご鞭撻を宜しくお願
いいたします。
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